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１－１ 盲・聾・養護学校における児童・生徒の障

害の実態に関する結果

表１－１は、盲・聾・養護学校の小・中・高等部

における児童・生徒の障害の実態を示したものであ

る。表では、各学校種ごとおよび全学校の総計を、

単一障害、知的障害単一、重複障害に分けて人数と

割合を示した。また、重複障害の内訳について、共

通の分類によって各学校種ごとにその人数と割合を

示した。

これら結果を児童・生徒の重複障害の割合の視点

からみると、以下のようにまとめることができる。

①盲学校では、小学部45.0％、中学部37.9％、高等

部23.5％が重複障害である。

②聾学校では、小学部19.8％、中学部19.7％、高等

部10.6％が重複障害である。

③肢体不自由養護学校では、小学部71.2％、中学

部68.1％、高等部64.0％が重複障害である。

④病弱養護学校では、小学部34.0％、中学部26.7

％、高等部41.1％が重複障害である。

⑤知的障害養護学校では小学部34.4％、中学部29.0

％、高等部14.7％が重複障害である。

⑥重複障害の内訳をみると、ほとんどが知的障害

との重複障害、あるいは三障害以上の重複障害

で占められている。

⑦全体で、単一障害は19.5％、知的障害養護学校

の単一障害が46.6％、重複障害が33.9％となって

いる。

なお、重複障害の内訳において、重度知的障害と

いうカテゴリーがある。これは、都道府県によって

は指導上十分に手厚い配慮が必要な児童・生徒であ

るために重複障害学級の対象としている場合があ

り、その人数をせている。

１－２ 考 察

障害の重複している児童・生徒に対しては、自立

活動を主とする教育課程を編成することができる。

このため今回、自立活動の指導に関する実態調査を

実施するにあたり、児童・生徒の重複障害の実態に

ついて明らかにすることが重要と考え、それに関す

る調査項目を設けた。この結果は、盲・聾・養護学

校全数を対象として同一の形式で実施したことか

ら、全国の重複障害児童・生徒の実態を知る上で参

考になると考える。

一方、今回の調査の結果が、実際の重複障害児童・

生徒数の実態をどこまで反映しているかについて

は、慎重に判断する必要がある。たとえば、視覚障

害と聴覚障害の重複障害児童・生徒数（小・中・高

等部）は、本調査では28名であるが、土谷・菅井

（1999）の調査では287名（うち25名は幼稚部）となっ

ている。このうち、視覚と聴覚以外に障害を併せ有

する児童・生徒、すなわち今回の調査で「三障害以

上」に分類された児童・生徒を除いた人数は、47名

である。調査年度・回収率が異なることから単純に

比較はできないが、数値からは1.5倍以上の開きあ

る。この二つの調査の違いは、前者が学校単位の調

査であるのに対して、後者は児童・生徒個表による

悉皆調査であるという点である。

学校単位の学級在籍ベースの調査か個別悉皆調査

かによる調査データの違いについて、盲学校を例に

別の研究で比較したものが、表１－２である。文部

科学省特殊教育資料（文部省、2002））の重複障害学

級在学者数から盲学校児童・生徒の重複障害の実態

についてみると、幼稚部31.8%、小学部45.6%、中学

部39.9%、高等部7.9%となっている。これに対して、

全国の盲学校に対して５年おきに個別の悉皆調査を

行っている筑波大学の研究グループの報告（香川、

2002）によれば、同年度の盲学校における重複障害

の実態は幼稚部62.7%、小学部55.1%、中学部48.5%、

高等部13.6%である。

こうした調査データによって違いがみられる理由

として、以下のような点が考えられる。

①本調査で得られた重複障害児童・生徒数に関す
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表１－１ 盲・聾・養護学校における児童・生徒の障害の実態
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るデータは、重複障害学級在籍として認定され

ている児童・生徒数を基礎として回答した学校

が多いと考えられ、その認定に関する手続きや

基準は、現状では各都道府県によって異なって

いる。そうした状況で、一般に重度の重複障害

児童・生徒は重複障害認定されるのに対して、

軽度の重複障害では重複障害学級の対象として

認定されないケースがあると考えられる。すな

わち、視覚障害と聴覚障害の重複障害児を例に

すると、弱視・難聴の児童・生徒は個別悉皆調

査では視覚障害と聴覚障害の重複障害として正

しく人数にカウントされるが重複障害学級在籍

にはなっていないというケースである。

②また、知的障害のある弱視の場合を例にすると、

盲学校に在籍している児童生徒では重複障害学

級在籍となるが、知的障害養護学校では0.2程度

の視力であると重複障害学級在籍にはなってい

ないケースもある考えられる。すなわち、在籍

する学校種別によって、重複障害の認定に違い

があることも要因としてあると考える。

また、上記の他に、実際の重複障害児童・生徒

数の実態を捉える上で、以下の点に留意が必要

と考える。

障害が重度の児童・生徒では、視覚や聴覚の障害

が適切に評価され発見されていないケースが多くあ

ると推測される。

障害が適切に評価され発見されていないという点

については、障害が重度の児童・生徒だけでなく起

こる可能性がある。たとえば、盲学校在籍児の聴覚

障害、知的障害養護学校在籍児の視覚障害、という

ように、その学校種の専門以外の障害に対しての対

応レベルによって、適切な評価がされないケースも

あると考える。

このように、実際の重複障害児童・生徒数の実態

については上記のような点を考慮し、継続的なデー

タの収集により、より確実な現状把握が必要である。

一方、その上で今回の調査において盲聾養護学校に

おいて重複障害児童・生徒３分の１以上を占めてい

ること、各学校に様々なタイプの重複障害児が在籍

していることが明らかになったことは、自立活動の

指導内容およびそれを含めた教育課程を考える上で

重要な資料となると考える。

文 献

香川邦生（2002)：全国盲学校児童生徒の重複障害の

実態．柿澤敏文・永井伸幸・香川邦生、全国盲学校

及び小・中学校弱視学級児童生徒の視覚障害原因等

に関する調査研究、平成13年度科学研究補助金基盤

研究 (C) (2) 研究成果報告書、35-45．．

土谷良巳・菅井裕行（1999）：視覚聴覚二重障害を有

する児童・生徒の実態調査報告書．国立特殊教育総

合研究所重複障害教育研究部．

文部科学省（2001）：特殊教育資料（平成12年度版）．

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課．

表１－２ 学校単位の在籍学級ベースの調査と個別悉皆調査の比較 (平成12年度データ)


